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(証券コード 5986)
2019年６月10日

　

株 主 各 位
　

大阪市中央区谷町六丁目18番31号
　

　

取締役社長 永 見 研 二
　

第78回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第78回定時株主総会を、下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申しあ
げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の
株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2019年６月26
日（水曜日）午後５時30分までにご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記
　

１．日 時 2019年６月27日（木曜日）午前10時
２．場 所 大阪市中央区南船場四丁目３番２号 ヒューリック心斎橋ビル３階

ＴＫＰガーデンシティＰＲＥＭＩＵＭ心斎橋「バンケット３Ａ」

会場変更 会場が昨年と異なりますので、末尾の会場ご案内略図をご参照いただき、お間違えのないよ
うにご注意ください。

３．目的事項
報告事項 １．第78期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）事業報告、連結計算書類並びに

会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第78期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役９名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件
第５号議案 退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
第６号議案 役員賞与支給の件

以 上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう
お願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類及び添付書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサ
イト（https://www.molitec.co.jp/）に掲載させていただきます。
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添付書類
　

事 業 報 告
　

（2018
2019

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

　

１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善を背景に緩やかな回復基調
が続きましたが、米中貿易摩擦の影響が徐々に顕在化するなど、依然として先行き不透明な状況
で推移いたしました。
　このような状況下におきまして、当連結会計年度の当期売上高は293億8千9百万円と前連結
会計年度比0.2％減少、営業利益は8億2千6百万円と前連結会計年度比13.0％減少、経常利益は
8億8千4百万円と前連結会計年度比19.0％減少、親会社株主に帰属する当期純利益は6億3千9百
万円と前連結会計年度比25.6％の減少となりました。
　セグメント別の売上高、営業利益につきましては、特殊帯鋼、普通鋼等を販売しております商
事部門では、売上高は167億3千6百万円と前連結会計年度比1.5％減少し、セグメント利益（営
業利益)は5億4千1百万円と前連結会計年度比1.7％の減少となりました。
　焼入鋼帯、鈑金加工品を製造販売しております焼入鋼帯部門、鈑金加工品部門では、焼入鋼帯
部門につきましては売上高は15億1千5百万円と前連結会計年度比4.1％減少し、セグメント利
益（営業利益）は1億7千1百万円と前連結会計年度比31.6％の減少となりました。鈑金加工品
部門につきましては売上高は71億3千4百万円と前連結会計年度比0.3％増加、セグメント利益
（営業利益）は8億3千8百万円と前連結会計年度比5.5％の減少となりました。
　また、海外事業につきましては、売上高は40億2百万円と前連結会計年度比6.7％増加し、セ
グメント利益（営業利益）は3億4千5百万円と前連結会計年度比13.1％の増加となりました。
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セグメント別売上高

区 分

前 期
自
至

2017
2018

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日

当 期
自
至

2018
2019

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日 増減率

金額 構成比 金額 構成比
百万円 ％ 百万円 ％ ％

特殊帯鋼 12,220 41.5 11,956 40.7 △2.2
普通鋼 3,477 11.8 3,412 11.6 △1.9
その他 1,298 4.4 1,366 4.7 5.3
商事部門 16,997 57.7 16,736 56.9 △1.5
焼入鋼帯部門 1,581 5.4 1,515 5.2 △4.1
鈑金加工品部門 7,109 24.2 7,134 24.3 0.3
海外事業 3,751 12.7 4,002 13.6 6.7
合 計 29,440 100.0 29,389 100.0 △0.2

　
（2）設備投資・資金調達等の状況
当連結会計年度は、生産の合理化及び海外子会社の生産能力の増強を目的とした設備投資を
行い、設備投資総額は14億3千8百万円となりました。
なお、当連結会計年度の設備資金は、自己資金及び金融機関からの借入金などにより賄って
おります。
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（3）対処すべき課題
当社グループは、特殊帯鋼の専門商社及び焼入鋼帯・鈑金加工品のメーカーという、商社と
モノづくりという二つの機能を持った企業として事業展開しております。その特色を活かし、
価値提案企業として、特殊帯鋼の加工技術の活用提案を行うとともに、素材、プレス、熱処理
技術の強みを活かしたサービスや製品を自動車、農業機械、住環境機器、医療機器分野など、
広範な市場に提供してまいります。
　研究開発につきましては、けいはんなＲ＆Ｄセンターを研究開発拠点として、自社ブランド
製品の開発のみならず、主力販売先である自動車業界のＥＶ化の流れにも対応すべく、次世代
自動車領域への開発部門を設置するなど、新たな企業価値創造に向けて、積極的な事業展開を
推進してまいります。
　海外展開につきましては、海外市場における需要への迅速な対応と新規需要開拓推進に向
け、積極的に資本を投入し、海外拠点での生産・販売の更なる体制強化によってグローバル展
開を推進してまいります。
　環境対策につきましては、環境保全の取組みを経営上の重点課題の一つと位置づけ、環境マ
ネジメントシステムの国際規格であるＩＳＯ14001の活動を全社をあげて推進し、環境への
負荷低減に努めるとともに、地球環境にやさしい素材並びに製品のサービスと生産を行ってま
いります。
　当社グループは、今後とも持続的成長と社会的責任を果たす企業として、全てのステークホ
ルダーから信頼される企業であり続けるために、更なるコーポレート・ガバナンスの充実、コ
ンプライアンス体制の強化と共に内部統制の運用により、透明性の高い経営に努めてまいりま
す。
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（4）財産及び損益の推移の状況
① 企業集団の財産及び損益の推移の状況

　

区 分 第75期
（2015年度）

第76期
（2016年度）

第77期
（2017年度）

第78期（当期）
（2018年度）

売 上 高（百万円） 26,100 26,712 29,440 29,389
経 常 利 益（百万円） 227 559 1,092 884
親会社株主に帰属
する当期純利益（百万円） 211 531 859 639
１株当たり当期純利益（円） 9.45 23.71 38.35 28.53
総 資 産（百万円） 23,305 23,105 25,467 26,465
純 資 産（百万円） 12,274 12,711 13,544 13,636
（注）１． １株当たり当期純利益は、自己株式控除後の期中の平均発行済株式総数により算出しておりま

す。
　 ２．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を当

連結会計年度の期首から適用しており、第77期に係る金額については、当該会計基準等を遡って適
用した後の金額となっております。

　

② 当社の財産及び損益の推移の状況
　

区 分 第75期
（2015年度）

第76期
（2016年度）

第77期
（2017年度）

第78期（当期）
（2018年度）

売 上 高（百万円） 23,155 22,062 25,010 24,521
経 常 利 益（百万円） 575 481 678 551
当期純利益または
当 期 純 損 失(△)（百万円） 441 △355 450 336
１株当たり当期純利益または
１株当たり当期純損失(△)（円） 19.68 △15.88 20.09 15.02

総 資 産（百万円） 20,432 20,050 22,472 22,921
純 資 産（百万円） 12,683 12,308 12,628 12,531
（注）１． １株当たり当期純利益または１株当たり当期純損失(△)は、自己株式控除後の期中の平均発行済

株式総数により算出しております。
　 ２．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を当

事業年度の期首から適用しており、第77期に係る金額については、当該会計基準等を遡って適用し
た後の金額となっております。　

宝印刷株式会社 2019年05月28日 16時47分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 6 ―

（5）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
　

会 社 名 資 本 金 出資比率 主要な事業内容
ジュタワン・モリテック
（タイランド）株式会社

百万タイバーツ
223

％
99.5

タイ国内向け鋼材加工販売、鈑金
加工品の製造販売

モリテックスチール
インドネシア株式会社

百万インドネシアルピア
39,000

％
100.0

インドネシア国内向け鋼材加工販
売

モリテックスチール
メキシコ株式会社

百万メキシコペソ
194

％
100.0

メキシコ国内向け鋼材加工販売、
鈑金加工品の製造販売

上海摩立特克鋼鉄商貿
有限公司

百万人民元
10

％
100.0 中国国内向け鋼材加工販売

日輪鋼業株式会社 百万円
33

％
85.5 日本国内外向け鋼材加工販売

モリテックスチール
（ベトナム）会社

百万ベトナムドン
31,152

％
100.0 ベトナム国内向け鋼材加工販売

（注） 特定完全子会社に該当する子会社はありません。

（6）主要な事業内容
特殊帯鋼（熱間圧延鋼帯・ステンレス鋼帯等を含む。）、普通鋼等鋼材の仕入販売（商事部
門）と焼入鋼帯、鈑金加工品の製造販売（製造部門）を行っております。

　
（7）主要な営業所及び工場
① 当社
本 社 大阪市中央区谷町六丁目18番31号
販売拠点 北海道営業所、東北営業所（仙台市）、東京支店、名古屋支店、大阪営業部、海

外事業本部（大阪市）、広島営業所、九州出張所（福岡市）
生産拠点 宇都宮工場、三重大山田工場
開発拠点 けいはんなＲ＆Ｄセンター（京都府相楽郡）
海外拠点 インド駐在員事務所
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② 子会社
ジュタワン・モリテック（タイランド）株式会社
モリテックスチールインドネシア株式会社
モリテックスチールメキシコ株式会社
上海摩立特克鋼鉄商貿有限公司
日輪鋼業株式会社
モリテックスチール（ベトナム）会社
モリテックプロダクトサポート株式会社

　
（8）従業員の状況
① 企業集団の従業員の状況

　

従 業 員 数 前連結会計
年度末比増減

565名 45名増
　

② 当社の従業員の状況
　

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数
339名 12名増 37才10ヵ月 13年3ヵ月

　

（注）出向社員（21名）及び嘱託・臨時社員（64名）は含まれておりません。
　
（9）主要な借入先

　

借 入 先 借 入 額
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 673百万円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 50百万円
株 式 会 社 近 畿 大 阪 銀 行 60百万円
城 北 信 用 金 庫 11百万円
株 式 会 社 国 際 協 力 銀 行 649百万円

（注）株式会社近畿大阪銀行は、2019年４月１日より株式会社関西みらい銀行に行名変更しております。
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２．会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 50,000,000株
（2）発行済株式の総数 22,405,501株（自己株式152,562株を除く。）
（3）当事業年度末の株主数 7,588名
（4）大株主（上位10名）

　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
日 新 製 鋼 株 式 会 社 2,244千株 10.02％
株 式 会 社 メ タ ル ワ ン 1,328千株 5.93％
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 1,270千株 5.67％
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,110千株 4.96％
株 式 会 社 近 畿 大 阪 銀 行 960千株 4.29％
大 同 生 命 保 険 株 式 会 社 600千株 2.68％
森 文 子 492千株 2.20％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 470千株 2.10％
森 浩 之 466千株 2.08％
第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 450千株 2.01％

　

（注）１．持株比率は自己株式（152,562株）を控除して計算しております。
２．日新製鋼株式会社は、2019年４月１日より日鉄日新製鋼株式会社に社名変更しております。
３．株式会社近畿大阪銀行は、2019年４月１日より株式会社関西みらい銀行に行名変更しておりま
す。

（5）その他株式に関する重要な事項
特記すべき事項はありません。

　
３．会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の状況
　

地 位 氏 名 担当、重要な兼職の状況
取 締 役 会 長
（代表取締役）

清 水 正 廣

取 締 役 社 長
（代表取締役）

永 見 研 二

専 務 取 締 役
執 行 役 員

赤 尾 正 則 製造本部長、技術本部、ジュタワン・モリテック（タイラン
ド）株式会社管掌

専 務 取 締 役
執 行 役 員

木 村 愼 一 営業本部長、海外事業本部長、上海摩立特克鋼鉄商貿有限公司
董事長、R&D本部、モリテックスチール（ベトナム）会社、
モリテックスチールインドネシア株式会社管掌

常 務 取 締 役
執 行 役 員

松 下 善 紀 本社統括本部長、モリテックプロダクトサポート株式会社取締
役社長

常 務 取 締 役
執 行 役 員

門 高 司 製造本部副本部長、兼三重大山田工場長、社長特命事項（東日
本地区支援）

取 締 役
執 行 役 員

谷 口 正 典 本社統括本部経理部長

取 締 役
執 行 役 員

森 泰 之 技術本部長、Ｒ＆Ｄ本部長

取 締 役 阪 口 誠 中之島シティ法律事務所 弁護士
監査役 (常勤 ) 五 島 吉 朗
監査役 (常勤 ) 森 剛 之
監 査 役 中 田 康 浩 日新製鋼株式会社 経営企画部グループ企画室長
監 査 役 藤 谷 和 憲 しんらい総合法律事務所 弁護士

　

（注）１．取締役のうち阪口 誠氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．監査役のうち中田康浩及び藤谷和憲の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま
す。

３．監査役中田康浩氏は、財務・会計に関する十分な知見を有しております。
４．独立役員
当社は、社外取締役阪口 誠氏及び社外監査役藤谷和憲氏を東京証券取引所の定めに基づく独立
役員として指名し、同取引所に届け出ております。

５．日新製鋼株式会社は、2019年４月１日より日鉄日新製鋼株式会社に社名変更しております。
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６．当期中の取締役の担当及び重要な兼職の異動
　

氏 名 異 動 後 異 動 前 異動年月日

赤 尾 正 則
製造本部長、技術本部、ジ
ュタワン・モリテック（タ
イランド）株式会社管掌

製造本部長、技術本部、ジ
ュタワン・モリテック（タ
イランド）株式会社、モリ
テックスチールメキシコ株
式会社管掌

2019年１月１日

谷 口 正 典 本社統括本部経理部長 本社統括本部本社管理部長
兼経理部長・経営企画部長 2019年２月１日

　 　

　

　
（2）責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条
第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当社の社外取締役及び社外監査役は、同法第423条第１項の責任につき、同法第425条第１
項に規定する最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度としております。
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（3）取締役及び監査役の報酬等の総額
　

区 分 人 数 報酬等の額 摘 要
取 締 役 ９名 256,569千円

うち社外役員 ３名 6,000千円
監 査 役 ４名 44,516千円
計 13名 301,086千円

　

（注）１．上記のほか、使用人兼務取締役の使用人給与相当額19,939千円を支払っております。
２．取締役の報酬限度額は、2006年６月29日開催の第65回定時株主総会において年額216,000千円
以内と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、2006年６月29日開催の第65回定時株主総会において年額48,000千円
以内と決議いただいております。

４．報酬等の額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金の繰入額48,578千円及び役員賞与の見積
り額49,000千円を含めております。

　
（4) 社外役員に関する事項
① 重要な兼職の状況等
区 分 氏 名 兼職先 兼職の内容 関 係

取 締 役 阪 口 誠 中 之 島 シ テ ィ
法 律 事 務 所 弁護士 ―

監 査 役 中 田 康 浩 日新製鋼株式会社 経営企画部グループ企画室長 当社の株主
監 査 役 藤 谷 和 憲 しんらい総合法律事務所 弁護士 ―

（注）日新製鋼株式会社は、2019年４月１日より日鉄日新製鋼株式会社に社名変更しております。

② 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主な活動状況

取 締 役 阪 口 誠 当期開催の取締役会18回のうち17回出席し、議案審議等に必要な発
言を適宜行っております。

監 査 役 中 田 康 浩 当期開催の取締役会18回のうち17回出席し、また、監査役会７回の
うち７回出席し、議案審議等に必要な発言を適宜行っております。

監 査 役 藤 谷 和 憲 当期開催の取締役会18回のうち18回出席し、また、監査役会７回の
うち７回出席し、議案審議等に必要な発言を適宜行っております。
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５．会計監査人の状況
（1）名称 協立監査法人
（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 20,500千円
当社及び子会社が監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 21,500千円

　

（注）１．監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人から必要な資料を入手し、かつ、報告を受け、
必要に応じて説明を求め、会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務執行状況
や報酬見積りの算出根拠などについて検証した結果、その報酬は妥当であると認め同意しており
ます。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬を区分しておらず、実質的にも区分できないため、これらの合計額を記載しており
ます。

３．海外の重要な子会社は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。
　

（3）非監査業務の内容
当社の子会社は、会計監査人（協立監査法人）に対して、公認会計士法第２条第１項の業務
以外の業務である財務調査業務を委託し、対価を支払っております。

　

（4）解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる
場合、又は監査の適正性をより高めるために変更することが妥当であると判断される場合に
は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決議いたします。

　
６．業務の適正を確保するための体制
（1）当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制
当社は、「企業倫理規程」を定め、これをコンプライアンスに関する規範とする。代表
取締役を委員長とする「経営倫理委員会」のもと、全社を挙げて法令・規程順守の体制
を整備するとともに、当社の企業理念、社員行動基準を集約した「モリテックグループ
行動規範」ハンドブックを作成し、全役職員に配布することでコンプライアンス精神の
浸透を図る。
また、相談・通報制度として、「ヘルプライン運営規程」を定め、社員等からの相談・
通報を受けた際は、問題の早期解決を図りつつ、通報者の秘密を厳守するとともに、通
報者が不利益を被ることがないよう万全の体制を期す。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社は、法令及び社内に定める「文書管理規程」に則り文書等の保存を行う。
また、「情報管理委員会規則」に則り、情報管理委員会によって情報管理におけるセキ
ュリティ対策や教育要請を行う。さらに、情報の管理については「情報管理規程」に沿
い、個人情報については当社の「個人情報管理規程」及びマニュアルに沿って対応す
る。
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（3）当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、リスク管理に関する事項を「リスク管理規程」に定め、業務上のリスクを積極
的に予見し、適切に評価する管理体制の確立及び継続的改善を図る。また、「リスクマ
ネジメント委員会」において、近い将来発生が予測されるリスク及び潜在的リスクのマ
ネジメント（回避、軽減、移転等の措置）について協議する。
また、緊急事態発生時、全社的対応が必要な場合、緊急事態対応体制をとる。

（4）当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、定期的に開催する定例取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、
重要事項の決定、経営戦略・事業計画の執行及び監視に関する意思決定を機動的に行
う。
当社の取締役会では、子会社の財務状況その他の重要事項の報告を受ける。経営計画に
ついては、次期事業年度及び中期の予算を立案し、具体的数値に基づいた全社的な目標
を各部門の責任者に示す。
各部門においては部門目標を設定し、達成に向けて、進捗管理と具体的施策を実行す
る。
また、当社は、経営の意思決定の迅速化を図りつつ、監督責任と執行責任を明確化する
ため執行役員制度を導入し、各執行役員は取締役会から示された経営計画の達成を担
う。
取締役の任期を1年とし、変化の激しい経営環境に迅速に対応するものとする。

（5）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は、「関係会社管理規程」を定め、子会社に関する業務の円滑化を図り、子会社を
育成強化する。
また、「関係会社管理規程」に則り、子会社からの報告事項や監査方法等を定め、良好
な統制環境を保持しつつ、全社的な内部統制システムを構築し、かつ適正な運用を行
う。

（6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項
監査役より求めがあれば、監査役の業務補助のため監査役スタッフを置くものとする。
監査役が指定する補助すべき期間中は、指名された使用人への指揮権は監査役に委譲さ
れたものとし、取締役の指揮命令は受けないものとすることで、監査役の指示の実効性
を確保する。

（7）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
使用人の人事（任命・異動・評定）については、監査役の同意を得るものとする。
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（8）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体
制、その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役は、取締役に対する監査を行うため取締役会に出席し、その他重要な意思決定や
業務執行状況の把握のため、主要な会議や委員会へも出席し、必要に応じて、取締役及
び使用人にその説明を求めることができる。
当社及び当社子会社の取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実
があることを発見したときは、直ちに監査役に報告する。
監査役に報告をした者は、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないも
のとする。
また、監査役は、代表取締役と定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課題や監査上の
重要事項について意見交換をする。
内部監査部は、監査終了後すみやかに、監査の結果について、代表取締役並びに監査役
に監査報告書を提出する。
なお、監査役及び内部監査部は、会計監査人や弁護士など外部の専門家と、情報の交換
を行うなど連携を図っていくものとする。

（9）監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項
監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行
について生ずる費用又は債務の処理については、当該監査役の職務の執行に必要でない
と認められた場合を除き、監査役の請求により当該費用又は債務を処理するものとす
る。

（10）反社会的勢力排除に向けた体制
当社は、「モリテックグループ行動規範」の中で、社会の秩序や安全並びに企業の健全な
活動に脅威を与える反社会的勢力や個人・団体に対しては、毅然とした態度で臨み、一
切の取引や関係を遮断し、一切関わらないものとする旨を定め、対応部署において外部
専門機関などから情報を収集するとともに、社内研修など社員教育に努めるものとす
る。
また、有事の際には、所轄警察署、顧問弁護士等と連携し、組織的に反社会的勢力から
の不当要求を遮断、排除するものとする。
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７．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当事業年度における主な取組みは、以下の通りであります。
（1）コンプライアンスに対する取組み

当社及び当社子会社の取締役及び使用人に向けて、定期的にコンプライアンスの重要性
に関するメッセージを発信するとともに、情報セキュリティ基本方針、情報セキュリテ
ィ規程、情報セキュリティ対策実施基準を定め、研修を通して法令順守やコンプライア
ンス意識向上に向けた取組みを継続的に行っております。

（2）リスク管理に対する取組み
当社及び子会社の主要な損失の危険性に関する事項は、取締役会及び常務会並びに経営
会議、経営執行役員会議において管掌役員及び担当役員並びに所管部門の管理者等から
定期的に報告が行われております。

（3）職務執行の効率性を確保するための取組み
取締役会は、社外取締役１名を含む取締役９名で構成され、常勤監査役２名及び社外監
査役２名も出席しております。取締役会の開催日は年初に計画し、年間計画表に沿って
18回開催し、各議案についての審議、業務の執行状況等の監督を行っております。ま
た、子会社における経営上の重要な意思決定事項については、当社取締役会にて決議を
行っております。さらに毎年グローバルミーティングを開催し、国内外子会社の経営陣
と当社取締役及び執行役員並びに海外関係部門と情報共有化を図っております。

（4）監査役の職務の執行について
監査役は、監査計画に基づき監査を実施するとともに、監査役会の開催日は年初に計画
し、年間計画に沿って定例取締役会開催時に７回開催し、必要に応じて代表取締役及び
取締役並びに内部監査部等と監査内容についての意見交換を実施しております。また、
半期毎に会計監査人と面談し、監査結果の概要の報告を受けるとともに、経営上の重要
事項についての意見交換を実施しております。
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８．会社の支配に関する基本方針
① 基本方針の内容
当社は、1943年５月に創業以来、特殊帯鋼（みがき特殊帯鋼、熱間圧延鋼帯、ステンレ
ス鋼帯）、普通鋼等を主とした鋼材の販売をする商事部門と、特殊帯鋼を主原料とする焼入
鋼帯（ベーナイト鋼帯を含む。）及び、鈑金加工品（コードリール、ゼンマイを含む。）の生
産をする製造部門を中心として事業展開をしております。
現在当社は、『会社の繁栄は従業員の幸福につながり社会に貢献することにある』を経営
理念とし、『持続的に成長する会社つくり』を経営方針としております。当社は、この理念
に基づき、短期的な収益の確保のみならず、中長期的な視野に立って、当社の従業員、取引
先の皆様、お客様その他の当社に係る利害関係者を含んだ当社の本源的価値及び株主様共同
の利益を持続的に維持・向上させていくことが必要であると考えております。
② 基本方針実現のための取組み
○当社の財産の有効な活用、適切な企業グループの形成その他の基本方針の実現に資する特
別な取組み
当社及び当社グループ会社は、透明で公正な企業活動による持続的に成長する会社つくり
をめざして、特殊帯鋼の専門商社及び焼入鋼帯・鈑金加工品のメーカーとして、特殊帯鋼の
市場占有率の向上を図るとともに、特殊帯鋼の特性を熟知した加工技術をもつ強みを活かし
た安全な製品を自動車のエンジン・ミッション、農業機械、住環境機器などの広範な市場に
安定的に提供しております。
また、価値提案企業として、特殊帯鋼の加工性情報を活用した販売に努め、広幅焼入鋼帯
のさらなる市場創造と、自動車エンジン・ミッション分野へのアッセンブリ製品の展開、農
業機械分野へのモジュール製品などの複合製品の展開をそれぞれ推進するとともに、自社ブ
ランド製品の開発に努めております。
また、当社は、企業の社会的責任を果たし、株主の皆様、顧客の皆様、ユーザーの皆様、
取引先の皆様、従業員などさまざまなステークホルダーから信頼されることが、事業活動に
おいて不可欠と考えております。
また、コーポレート・ガバナンスの充実・強化が経営上の重要課題であると認識し、公正
かつ透明性のある経営基盤の強化を図り、的確な意思決定と迅速な業務執行を行うよう努め
ております。
○基本方針に照らして不適切な者によって当社が支配されることを防止するための取組み
当社は、2017年５月26日開催の取締役会において、2017年６月27日開催の第76期事
業年度に係る定時株主総会における株主の皆様のご承認を条件に、「当社株券等の大規模買
付行為に関する対応方針（買収防衛策）」（以下、「本プラン」といいます。）を継続すること
を決議し、2017年６月27日開催の定時株主総会でご承認をいただいております。
本プランでは、当社の株券等を20％以上取得しようとする者（大規模買付者）が現れた
場合に、大規模買付者が本プランに定める要件（必要情報及び検討期間）を満たさない場
合、また、要件を満たす場合であっても当該大規模買付行為が、当社の企業価値及び株主様
共同の利益の確保・向上に反し、対抗措置を採ることが相当と認められる場合には、当社取
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締役会は、当社株主の皆様の利益を守るために、対抗措置を採ることがあります。
当社が本プランに基づき発動する大規模買付行為に対する対抗措置は、新株予約権無償割
当て等、会社法その他の法令及び当社の定款により認められる措置といたします。
具体的に如何なる手段を講じるかについては、独立委員会の勧告を最大限尊重して、その
時点で最も適切と当社取締役会が判断したものを選択することといたします。
本プランの有効期間は、2020年６月30日までに開催される第79回定時株主総会の終了
の時までであります。
③ 具体的な取組みに対する取締役会の判断及びその理由
当社取締役会は、これらの取組みが基本方針に沿うものであり、株主様共同の利益を損な
うものではなく、会社役員の地位の維持を目的とするものでもないと考えております。
本プランは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情
報や、現に当社の経営を担っている当社取締役の意見を当社株主の皆様に提供し、さらに
は、当社株主の皆様が代替案の提示を受ける機会を確保することを目的としております。こ
れにより当社株主の皆様は十分な情報のもとで、大規模買付行為に応じるか否かについて適
切な判断をすることが可能となり、そのことが当社の企業価値及び株主様共同の利益の確
保・向上に繋がるものと考えております。
同時に本プランは、本プランの発動等に際しての社外者からなる独立委員会の設置や合理
的な客観的発動要件を設定しており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕
組みを確保しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
　

（2019年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） 千円 （負 債 の 部） 千円

流 動 資 産 17,583,691 流 動 負 債
支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
未 払 法 人 税 等
賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
繰 延 税 金 負 債
役員退職慰労引当金
退職給付に係る負債
負 債 合 計
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定
退職給付に係る調整累計額

非支配株主持分
純 資 産 合 計

10,390,463
8,404,200
595,911
35,962
104,633
260,418
49,000
940,337
2,438,349
850,888
148,981
111,874
512,195
814,410

12,828,813

12,911,697
1,848,846
1,476,445
9,627,253
△40,847
668,777
542,852
142,940
△17,015
55,987

13,636,463

現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
電 子 記 録 債 権
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有形固定資産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び車両運搬具
工具、器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無形固定資産
リ ー ス 資 産
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
退職給付に係る資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

5,583,952
6,170,673
1,652,977
2,995,956
466,735
423,730
300,213
△10,548
8,881,586
6,148,087
1,642,611
1,802,593
139,415
1,467,806
132,203
963,456
67,043
41,792
25,251

2,666,455
1,668,374
11,091
161,654
136,488
696,845
△8,000

資 産 合 計 26,465,277 負債及び純資産合計 26,465,277
　

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
　

（2018
2019

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

科 目 金 額
千円 千円

売 上 高 29,389,931
売 上 原 価 25,258,069
売 上 総 利 益 4,131,862
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,305,185
営 業 利 益 826,677
営 業 外 収 益
受 取 利 息 2,384
受 取 配 当 金 45,521
そ の 他 45,785 93,690
営 業 外 費 用
支 払 利 息 18,004
為 替 差 損 13,089
売 上 債 権 売 却 損 3,531
そ の 他 921 35,546
経 常 利 益 884,821
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 107
受 取 保 険 金 2,329
補 助 金 収 入 3,200 5,636
特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 21,348
そ の 他 719 22,067
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 868,391
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 244,385
法 人 税 等 調 整 額 △20,607 223,778
当 期 純 利 益 644,612
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 5,319
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 639,293

　

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
　

（2018
2019

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,848,846 1,469,608 9,234,422 △40,739 12,512,137
当期変動額
剰余金の配当 △246,462 △246,462
親会社株主に帰属
する当期純利益 639,293 639,293

自己株式の取得 △108 △108
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 6,837 6,837

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － 6,837 392,831 △108 399,560
当期末残高 1,848,846 1,476,445 9,627,253 △40,847 12,911,697
　

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 745,689 1,322 212,836 △1,762 958,086 73,779 13,544,004
当期変動額
剰余金の配当 △246,462
親会社株主に帰属
する当期純利益 639,293

自己株式の取得 △108
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 6,837

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △202,836 △1,322 △69,896 △15,253 △289,309 △17,791 △307,100

当期変動額合計 △202,836 △1,322 △69,896 △15,253 △289,309 △17,791 92,459
当期末残高 542,852 － 142,940 △17,015 668,777 55,987 13,636,463

　

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 ６社

連結子会社の名称 ジュタワン・モリテック（タイランド）株式会社
モリテックスチールインドネシア株式会社
モリテックスチールメキシコ株式会社
上海摩立特克鋼鉄商貿有限公司
日輪鋼業株式会社
モリテックスチール（ベトナム）会社

（2）非連結子会社の数 １社
非連結子会社の名称 モリテックプロダクトサポート株式会社

（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。
２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した非連結子会社はありません。
（2）持分法を適用していない非連結子会社の名称等

モリテックプロダクトサポート株式会社
（持分法を適用しない理由）
持分法を適用しない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う
額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
ジュタワン・モリテック（タイランド）株式会社、モリテックスチールインドネシア株式会社、モリテッ
クスチールメキシコ株式会社、上海摩立特克鋼鉄商貿有限公司、モリテックスチール（ベトナム）会社の決
算日は12月31日であり、連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。
ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
その他有価証券
時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの 移動平均法による原価法

② デリバティブ取引 時価法
③ たな卸資産 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法により算定）
ただし、在外子会社は総平均法による原価法
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
　 ① 有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）
定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法
また、在外子会社は定額法

　 ② 無 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

　 ③ リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

（3）重要な引当金の計上基準
　 ① 貸 倒 引 当 金 売上債権等の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。

　 ② 賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額により計上しておりま
す。

　 ③ 役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額により計上してお
ります。

　 ④ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規による期末要支給額相当額を計上
しております。

（4）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジの会計方法
主に、繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約が付された外貨建金銭債権については、振当
処理によっております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘ ッ ジ 手 段） 為替予約取引
（ヘ ッ ジ 対 象） 外貨建輸出取引（金銭債権）及び予定取引

③ ヘッジ方針
ヘッジ対象の範囲内で為替変動リスクを回避する目的でのみヘッジ手段を利用しております。

（5）その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 退職給付に係る会計処理の方法
・退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。
・数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から５年で費用処理しておりま
す。

② 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税は税抜方式によっております。
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表示方法の変更
連結貸借対照表
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）に伴う、「会社法
施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 2018年３月26日）を当連結会計年度
から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する
方法に変更しました。

連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産
（1）種類 現金及び預金 4,525千円

建 物 85,127千円
土 地 13,500千円

（2）担保に係る債務 電 力 料 金 に
対する支払債務 1,639千円

㈱メタルワンに
対する買入債務 5,230,402千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 17,074,342千円
３．期末日満期手形の会計処理
なお、連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形及び電子記録債権を満期日
に決済が行われたものとして処理しております。

受 取 手 形 203,532千円
電子記録債権 10,008千円
支 払 手 形 189,177千円
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の種類及び総数に関する事項

　

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普通株式 22,558,063株 ― ― 22,558,063株
　
（2）自己株式の種類及び株式数に関する事項

　

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普通株式 152,379株 183株 ― 152,562株
(注)自己株式の増加183株は、単元未満株式の取得によるものであります。
　
（3）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

　

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基準日 効力発生日

2018年６月26日
定時株主総会 普通株式 246,462千円 11.00円 2018年

３月31日
2018年
６月27日

　

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　

決議 株式の
種 類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり

配 当 額 基準日 効 力
発生日

2019年６月27日
定時株主総会 普通株式 246,460千円 利益剰余金 11.00円 2019年

３月31日
2019年
６月28日
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
当社グループは、金融資産の保有及び運用は、資金配分方法の効率化及び健全な企業財務確立の一環とし
て行うものとしております。資金運用については、預金・債券を主とした安全性の高い金融資産で運用して
おります。また、資金調達については投資等の規模や目的、時期などを十分に勘案し、資本市場や金融機関
からの調達を検討することとしております。
受取手形及び売掛金、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは信用取引管理規定によってリスク低減を図
っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を
行っております。
借入金の使途は運転資金（短期）及び設備投資資金（長期）であります。デリバティブ取引は為替取引基
準に従い、実需の範囲内で行うこととしております。

　
２．金融商品の時価等に関する事項
2019年３月31日（連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含めておりません。

（単位：千円）
　

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額
（1）現金及び預金 5,583,952 5,583,952 ー
（2）受取手形及び売掛金 6,170,673 6,170,673 ー
（3）電子記録債権 1,652,977 1,652,977 ー
（4）投資有価証券
　 その他有価証券 1,567,013 1,567,013 ー

資 産 合 計 14,974,616 14,974,616 ー
（5）支払手形及び買掛金 (8,404,200) (8,404,200) ー
（6）短期借入金 (350,000) (350,000) ー
（7）長期借入金 (1,096,800) (1,067,008) △29,792

負 債 合 計 (9,851,001) (9,821,209) △29,792
（8）デリバティブ取引 ※ △34,751 △34,751 ー

　

※ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に
ついては、（ ）で示しております。
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（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、（3）電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

（4）投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（5）支払手形及び買掛金、（6）短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

（7）長期借入金
長期借入金は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現
在価値によっております。
なお、長期借入金には、１年以内に返済予定のものを含んでおります。

（8）デリバティブ取引
為替予約等の振当処理は、ヘッジ対象とされる売掛金と一体として処理されるため、その時価は当
該売掛金の時価に含めて記載しております。
上記以外については、取引先金融機関から提示された価格等によっております。

（注２） 非上場株式及び関係会社株式（連結貸借対照表計上額101,361千円）は、市場価格がなく、かつ将来キ
ャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
（4）投資有価証券に含めておりません。

　
賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項
当社グループは、伊賀市その他の地域において、遊休不動産（土地）を保有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
遊休不動産（土地）を保有しておりますが、重要性が乏しいため、注記を省略しております。

　
１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 606円12銭
２．１株当たり当期純利益 28円53銭

　
重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
　

（2019年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） 千円 （負 債 の 部） 千円

流 動 資 産 14,363,137 流 動 負 債
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
前 受 金
預 り 金
賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
設備関係支払手形
そ の 他

8,918,468
1,472,632
5,926,001
310,000
33,141
544,375
66,076
75,092

51
16,273
250,000
49,000
172,191
3,631

現 金 及 び 預 金 3,374,161
受 取 手 形 1,172,130
売 掛 金 4,771,487
電 子 記 録 債 権 1,447,561
商 品 及 び 製 品 2,288,154
仕 掛 品 415,986
原 材料及び貯蔵品 280,033
前 渡 金 522
前 払 費 用 37,034
未 収 入 金 517,766
短 期 貸 付 金 60,000
そ の 他 2,144
貸 倒 引 当 金 △3,844

固 定 資 産 8,558,582 固 定 負 債 1,471,843
有形固定資産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無形固定資産
ソ フ ト ウ エ ア
リ ー ス 資 産
電 話 加 入 権

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
前 払 年 金 費 用
生 命 保 険 積 立 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

3,586,261
1,039,316
57,449
716,963
9,893
83,815
981,912
126,711
570,197
45,504
3,927
35,776
5,800

4,926,815
1,551,185
1,998,645
215,992
201,091
106,342
182,141
628,388
51,028
△8,000

リ ー ス 債 務
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
負 債 合 計
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
固定資産圧縮積立金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金
純 資 産 合 計

140,913
818,734
512,195

10,390,311

11,995,691
1,848,846
1,469,608
1,469,608
8,718,084
462,211
8,255,872
249,361
7,200,000
806,510
△40,847
535,716
535,716

12,531,408
資 産 合 計 22,921,719 負債及び純資産合計 22,921,719

　

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
　

（2018
2019

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

　
科 目 金 額

千円 千円
売 上 高 24,521,444
売 上 原 価 21,306,979
売 上 総 利 益 3,214,464
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,774,119
営 業 利 益 440,345
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 49,864
そ の 他 64,041 113,906
営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,973
賃 貸 収 入 原 価 774
そ の 他 7 2,755
経 常 利 益 551,495
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 94
受 取 保 険 金 2,329
補 助 金 収 入 3,200 5,623
特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 21,348
そ の 他 719 22,067
税 引 前 当 期 純 利 益 535,052
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 214,024
法 人 税 等 調 整 額 △15,532 198,491
当 期 純 利 益 336,560

　

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
　

（2018
2019

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資 本

準備金
資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

固 定 資 産
圧縮積立金

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,848,846 1,469,608 1,469,608 462,211 255,149 7,100,000 810,624 8,627,986 △40,739 11,905,701
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △246,462 △246,462 △246,462
自 己 株 式 の 取 得 △108 △108
固 定 資 産
圧縮積立金の取崩 △5,787 5,787 － －

別途積立金の積立 100,000 △100,000 － －
当 期 純 利 益 336,560 336,560 336,560
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △5,787 100,000 △4,114 90,097 △108 89,989
当 期 末 残 高 1,848,846 1,469,608 1,469,608 462,211 249,361 7,200,000 806,510 8,718,084 △40,847 11,995,691
　

評価・換算差額等

純 資 産 合 計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差 額 等
合 計

当 期 首 残 高 721,095 1,322 722,418 12,628,120
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △246,462
自 己 株 式 の 取 得 △108
固 定 資 産
圧縮積立金の取崩 －

別途積立金の積立 －
当 期 純 利 益 336,560
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △185,378 △1,322 △186,701 △186,701

当 期 変 動 額 合 計 △185,378 △1,322 △186,701 △96,712
当 期 末 残 高 535,716 － 535,716 12,531,408
　

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
重要な会計方針
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
① 子 会 社 株 式 移動平均法による原価法
② その他有価証券 時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)
時価のないもの 移動平均法による原価法

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ
る簿価切下げの方法により算定)

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）
定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法

（2）無 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

（3）リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

３．引当金の計上基準
（1）貸 倒 引 当 金 売上債権等の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

（2）賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額により計上しておりま
す。

（3）役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額により計上しており
ます。

（4）退職給付引当金 ・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金
資産に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上してお
ります。
　退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異は定額法によりそれぞれ発生の翌事業年度から５年で費用
処理しております。
・未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異な
ります。

（5）役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規による期末要支給額相当額を計上し
ております。

４．ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約が付された外貨建金銭債権に
ついては、振当処理によっております。
ヘッジ手段 為替予約取引
ヘッジ対象 外貨建輸出取引（金銭債権）及び予定取引

５．消費税等の会計処理方法 消費税及び地方消費税は税抜方式によっております。
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表示方法の変更
貸借対照表
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）に伴う、「会社法
施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 2018年３月26日）を当事業年度から
適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法
に変更しました。

貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産
（1）種類 建 物 85,127千円

土 地 13,500千円
（2）担保に係る債務 ㈱メタルワンに

対する買入債務 5,230,402千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 15,626,097千円
３．期末日満期手形の会計処理
なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形及び電子記録債権を満期日に
決済が行われたものとして処理しております。

受 取 手 形 201,827千円
電子記録債権 10,008千円
支 払 手 形 18,349千円

４．保証債務
関係会社の金融機関借入金に対する保証

モリテックスチールメキシコ株式会社 835,764千円
関係会社の為替予約に対する保証

上海摩立特克鋼鉄商貿有限公司 為替予約残高 18,875千円
なお、当該為替予約の当事業年度末時点における評価損は233千円です。

５．関係会社に対する金銭債権債務 短期金銭債権 1,110,095千円
長期金銭債権 190,000千円
短期金銭債務 16,021千円

　
損益計算書に関する注記
関係会社との取引高 売 上 高 1,638,939千円

仕 入 高 117,656千円
そ の 他 の
営 業 取 引 高 46,467千円

営業取引以外の
取引による取引高 363,112千円
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株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

　

株式の種類 当事業年度期首の
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末の
株式数

普通株式 152,379株 183株 ― 152,562株

(注)自己株式の増加183株は、単元未満株式の取得によるものであります。

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
　貸倒引当金 3,626千円
　賞与引当金 76,550千円
　未払事業税 8,824千円
　退職給付引当金 250,696千円
　役員退職慰労引当金 156,834千円
　投資有価証券評価損 4,972千円
　関係会社株式等評価損 246,555千円
　減損損失 14,016千円
　その他 21,844千円
繰延税金資産小計 783,920千円
評価性引当額 △277,411千円
繰延税金資産合計 506,509千円

繰延税金負債
　固定資産圧縮積立金 110,036千円
　その他有価証券評価差額金 234,358千円
　前払年金費用 55,771千円
繰延税金負債合計 400,167千円
繰延税金資産の純額 106,342千円
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関連当事者との取引に関する注記
子会社等

（単位：千円）
　

種類 会 社 等
の 名 称 資本金 事 業 の

内 容
議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の
内 容 取引金額 科目 期末残高

子会社
ジュタワン・
モリテック
(タイランド)
株式会社

223,080
千バーツ

当社のタイ国内
向け鋼材輸出の
販売代理、タイ
国内向け鋼材加
工販売、家電・
農業機械・自動
車用各部品製造
販売

99.5％ ―

商 品 の
販 売 672,540 売 掛 金 315,980

製 品 の
仕 入 114,304 買掛金 7,669

資 金 の
貸 付 ―

短期
貸付金 50,000

長期
貸付金 100,000

子会社
モリテックス
チールメキシ
コ株式会社

194,000
千ペソ

メキシコ国内向
け鋼材加工販
売、自動車用部
品製造販売

100.0％
役員の
兼 任
１ 名

固定資産
引 渡 353,760 未収入金 354,404

債務保証 835,764 ― ―

子会社
上海摩立特克
鋼鉄商貿有限
公司

10,252
千元

中国国内向け鋼
材加工販売 100.0％

役員の
兼 任
２ 名

商 品 の
販 売 613,552 売 掛 金 198,782

債務保証 18,875 ― ―
　

（注）１．子会社との取引については、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。
２．ジュタワン･モリテック（タイランド）株式会社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案し
て決定しております。なお、担保は受け入れておりません。

３．モリテックスチールメキシコ株式会社の銀行借入に対して債務保証を行っており、取引金額は当事業
年度末時点の保証残高であります

４．上海摩立特克鋼鉄商貿有限公司の為替予約に対して債務保証を行っており、取引金額は当事業年度末
時点の為替予約残高であります。なお、当該為替予約の当事業年度末時点における評価損は233千円
です。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 559円30銭
２．１株当たり当期純利益 15円02銭

　
重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

　
独立監査人の監査報告書

2019年５月20日
モリテック スチール株式会社
取 締 役 会 御 中
　

協 立 監 査 法 人
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 作 花 弘 美 ㊞
業務執行社員 公認会計士 公 江 正 典 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、モリテック スチール株式会社の2018年４月
１日から2019年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて
合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会
計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の
表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、モリテック スチール株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

　
独立監査人の監査報告書

2019年５月20日
モリテック スチール株式会社
取 締 役 会 御 中
　

協 立 監 査 法 人
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 作 花 弘 美 ㊞
業務執行社員 公認会計士 公 江 正 典 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、モリテック スチール株式会社の2018
年４月１日から2019年３月31日までの第78期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
　

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及び
その附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
　

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明
細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。
　

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書
　当監査役会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第78期事業年度の取締役
の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告
書を作成し、以下のとおり報告いたします。
1． 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、当期の監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況

及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査の方針、監
査計画等に従い、取締役、内部監査部その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の
収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、
本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、
子会社については、子会社の取締役及び使用人等と意思疎通及び情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適
正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項
に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備され
ている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及
び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び協立
監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。

③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号
口の各取組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その
内容について検討を加えました。

④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及
び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）
を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類

（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細
書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。

2． 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し
ているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な
事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、
当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につ
いても、指摘すべき事項は認められません。なお、財務報告に係る内部統制につ
いては、本監査報告書の作成時点において有効である旨の報告を取締役等及び協
立監査法人から受けております。

④ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り
方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に
記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に
沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の
会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人協立監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人協立監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　

2019年５月24日
　

モリテックスチール株式会社 監査役会
監査役(常勤) 五 島 吉 朗 ㊞
監査役(常勤) 森 剛 之 ㊞
社外監査役 中 田 康 浩 ㊞
社外監査役 藤 谷 和 憲 ㊞

　

以 上
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株主総会参考書類
　

議案及び参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件
当社は、財務体質と経営基盤の充実・強化を図るとともに、株主の皆様に対する利益還元
を充実していくことが経営上の重要課題であると認識しており、安定的、かつ、継続的に配
当を実施していくことを基本方針としております。
内部留保につきましては、生産性を高めるための設備投資のほか、新規事業の展開、新製
品の開発や国際競争力の強化を図るための開発投資等に充当し、経営体質と企業競争力のさ
らなる強化に努めてまいります。
上記の方針に基づき、剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じま
す。

　
期末配当に関する事項
当期末の配当金につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘案いたしまし
て、以下のとおりといたしたいと存じます。
（1）配当財産の種類

金銭といたします。
（2）配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金11円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は、246,460,511円となります。

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
2019年６月28日といたしたいと存じます。
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第２号議案　取締役９名選任の件
取締役全員（９名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役９名の
選任をお願いいたしたいと存じます。
取締役候補者は、次のとおりであります。

　

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

１

な が み け ん じ

永 見 研 二
（1951年３月26日生）

1973年４月 当社入社
2003年６月 当社取締役鈑金営業部長
2004年２月 当社取締役宇都宮工場長
2007年１月 当社取締役鈑金営業部長
2007年６月 当社常務取締役鈑金営業部長
2009年６月 当社専務取締役
2011年７月 当社専務取締役宇都宮事業部長
2012年４月 当社専務取締役製造本部長
2012年６月 当社代表取締役専務取締役本社統括本部長
2013年６月 当社代表取締役社長

現在に至る

44,309株

（取締役候補者とした理由）
永見研二氏は、主に営業部門に従事し、製造部門を経るなど、当社における豊富な業務
経験と実績を通じ、国内外の事業経営及び管理運営業務に関する知見を有しており、引
き続き、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

２

あ か お ま さ の り

赤 尾 正 則
（1955年４月14日生）

1978年４月 当社入社
2002年６月 当社三重大山田工場鈑金製造部長
2003年６月 当社取締役三重大山田工場鈑金製造部長
2005年４月 当社取締役三重大山田工場長、兼鈑金製造部

長
2006年６月 当社常務取締役三重大山田工場長、兼鈑金製

造部長
2007年１月 当社常務取締役三重大山田工場長、兼鈑金製

造部長
2007年６月 当社常務取締役三重大山田工場長
2008年６月 当社常務取締役
2009年６月 当社常務取締役鈑金営業本部長、兼Ｒ＆Ｄ部

長
2009年10月 当社常務取締役鈑金営業本部長、兼環境管理

部長
2011年３月 当社常務取締役帯鋼営業本部長
2012年４月 当社常務取締役営業本部長
2012年６月 当社常務取締役製造本部長
2015年６月 当社専務取締役執行役員製造本部長

現在に至る
〔担当〕
製造本部長、技術本部、ジュタワン・モリテ
ック（タイランド）株式会社管掌

37,066株

（取締役候補者とした理由）
赤尾正則氏は、入社以来、主に製造部門に従事し、営業部門、海外事業部門での豊富な
経験・実績を通じ、優れた経営執行能力を有しており、引き続き、取締役候補者といた
しました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

３

き む ら し ん い ち

木 村 愼 一
（1956年６月27日生）

1980年４月 当社入社
2000年４月 当社帯鋼営業部広島営業所長
2004年４月 当社帯鋼営業部大阪営業所長
2005年６月 当社取締役帯鋼営業本部大阪営業所長
2007年６月 当社常務取締役帯鋼営業部長、兼大阪営業所

長
2008年６月 当社常務取締役帯鋼営業本部長、兼西日本営

業部長、兼住環境営業部長・ユニット製品部
長

2010年７月 当社常務取締役帯鋼営業本部長、兼西日本営
業部長

2011年４月 当社常務取締役鈑金営業本部長
2012年６月 当社常務取締役営業本部長、開発本部長
2013年４月 当社常務取締役営業本部長、兼西日本営業部

長、開発本部長
2014年５月 当社常務取締役営業本部長、兼西日本営業部

長、Ｒ＆Ｄ本部長
2015年４月 当社常務取締役営業本部長、Ｒ＆Ｄ本部長
2015年６月 当社専務取締役執行役員営業本部長、Ｒ＆Ｄ

本部長
2017年４月 当社専務取締役執行役員営業本部長、海外事

業本部長
現在に至る
〔担当〕
営業本部長、海外事業本部長、上海摩立特克
鋼鉄商貿有限公司董事長、Ｒ＆Ｄ本部、モリ
テックスチール（ベトナム）会社、モリテッ
クスチールインドネシア株式会社管掌

43,541株

（取締役候補者とした理由）
木村愼一氏は、入社以来、主に営業部門に従事し、開発設計部門、海外事業部門での豊
富な経験・実績を通じ、優れた経営執行能力を有しており、引き続き、取締役候補者と
いたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

４

ま つ し た よ し の り

松 下 善 紀
（1956年４月２日生）

1979年４月 当社入社
2002年４月 当社三重大山田工場管理部長
2004年４月 当社三重大山田工場調達部長
2005年６月 当社帯鋼営業本部ユニット製品部長
2007年６月 当社取締役住環境営業部長、兼ユニット製品

部長
2008年４月 当社取締役総務部長、兼庶務部長
2012年４月 当社取締役本社統括本部総務部長、兼庶務部

長
2013年４月 当社取締役本社統括本部総務部長
2013年６月 当社常務取締役本社統括本部長、兼総務部長
2015年４月 当社常務取締役本社統括本部長
2015年６月 当社常務取締役執行役員本社統括本部長

現在に至る
〔担当〕
本社統括本部長、モリテックプロダクトサポ
ート株式会社取締役社長

40,622株

（取締役候補者とした理由）
松下善紀氏は、入社以来、主に製造部門に従事し、開発設計部門、管理部門及び国内子
会社経営での豊富な経験・実績を通じ、優れた経営執行能力を有しており、引き続き、
取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

５

か ど た か し

門 高 司
（1961年７月８日生）

1984年４月 当社入社
1992年６月 当社営業本部北海道営業所長
2004年４月 当社帯鋼営業部東京営業所長
2007年６月 当社取締役帯鋼営業部東京営業所長
2008年６月 当社取締役帯鋼営業本部東日本営業部長、兼

東京営業所長
2012年４月 当社取締役営業本部副本部長、兼東京営業所

長
2012年６月 当社取締役海外事業本部長、兼グローバル事

業企画部長、営業本部副本部長、兼東京営業
所長

2013年４月 当社取締役海外事業本部長、兼グローバル事
業企画部長、営業本部副本部長、兼東日本営
業部長、兼名古屋営業所長

2014年５月 当社取締役海外事業本部長、兼海外事業部
長・グローバル事業企画部長、営業本部副本
部長、兼東日本営業部長、兼名古屋営業所長

2015年４月 当社取締役海外事業本部長、営業本部副本部
長、兼北海道営業所長

2015年６月 当社常務取締役執行役員海外事業本部長、営
業本部副本部長、兼北海道営業所長

2017年４月 当社常務取締役執行役員製造本部副本部長、
兼三重大山田工場長
現在に至る
〔担当〕
製造本部副本部長、兼三重大山田工場長、社
長特命事項（東日本地区支援）

39,622株

（取締役候補者とした理由）
門 高司氏は、入社以来、主に営業部門に従事し、海外事業部門・製造部門での豊富な
経験・実績を通じ、優れた経営執行能力を有しており、引き続き、取締役候補者といた
しました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

６

た に ぐ ち ま さ の り

谷 口 正 典
（1959年９月29日生）

1984年４月 当社入社
1998年４月 当社帯鋼営業部名古屋営業所長
2003年４月 当社経理部長
2004年６月 当社取締役経理部長
2006年４月 当社取締役本社管理部長、兼経理部長
2008年６月 当社取締役本社管理部長
2010年６月 当社取締役本社管理部長、兼ＣＰシステム部

長
2012年４月 当社取締役本社統括本部本社管理部長
2015年４月 当社取締役本社統括本部本社管理部長、兼経

理部長・経営企画部長
2015年６月 当社取締役執行役員本社統括本部本社管理部

長、兼経理部長・経営企画部長
2019年２月 当社取締役執行役員本社統括本部経理部長

現在に至る
〔担当〕
本社統括本部経理部長

38,667株

（取締役候補者とした理由）
谷口正典氏は、入社以来、主に営業部門・管理部門に従事し、経理部門での豊富な経
験・実績を通じ、優れた経営執行能力を有しており、引き続き、取締役候補者といたし
ました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

７

も り や す し

森 泰 之
（1959年３月９日生）

1983年４月 当社入社
2004年４月 当社三重大山田工場金型技術部長
2006年６月 当社開発企画部金型部長
2007年６月 当社技術部開発技術部長
2009年６月 当社取締役技術部長、兼開発技術部長
2011年４月 当社取締役技術本部長、兼開発技術部長
2013年４月 当社取締役技術本部長、兼開発技術部長・生

産技術部長
2014年４月 当社取締役技術本部長、製造本部副本部長
2015年６月 当社取締役執行役員技術本部長、製造本部副

本部長
2015年11月 当社取締役執行役員技術本部長、製造本部副

本部長、兼三重大山田工場長
2017年４月 当社取締役執行役員技術本部長、Ｒ＆Ｄ本部

長
現在に至る
〔担当〕
技術本部長、Ｒ＆Ｄ本部長

281,254株

（取締役候補者とした理由）
森 泰之氏は、入社以来、主に技術部門に従事し、製造部門での豊富な経験・実績を通
じ、優れた経営執行能力を有しており、引き続き、取締役候補者といたしました。

８

※
う ち や ま よ し な り

内 山 良 成
（1963年１月11日生）

1987年４月 当社入社
2003年６月 当社広島営業所長
2007年10月 当社大阪営業所長
2015年６月 当社執行役員営業本部大阪第一営業所長、海

外事業本部海外事業部長・グローバル事業企
画部長

2017年４月 当社上席執行役員営業本部副本部長兼大阪営
業部長・海外事業本部副本部長
現在に至る
〔担当〕
営業本部副本部長兼大阪営業部長・海外
事業本部副本部長

11,801株

（取締役候補者とした理由）
内山良成氏は、入社以来、主に営業部門に従事し、海外事業部門での豊富な経験・実績
を通じ、優れた執行能力を有しており、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

９

さ か ぐ ち まこと

阪 口 誠
（1958年５月14日生）

1990年４月 弁護士登録
2005年10月 三山・阪口法律事務所（現 中之島シティ法

律事務所）開設
現在に至る

2010年６月 当社社外監査役
2014年６月 当社社外取締役

現在に至る
０株

（社外取締役候補者とした理由）
阪口 誠氏は、弁護士として、企業法務に精通されており、コーポレートガバナンスに
関する十分な見識を有しておられることから、引き続き、社外取締役候補者といたしま
した。

（注）１．※は新任の取締役候補者であります。
　 ２．上記各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

３．阪口 誠氏は、社外取締役候補者であります。
４．当社は、阪口 誠氏との間で会社法第427条第1項の規定及び当社定款第27条に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償
責任の限度額は法令が定める額であります。なお、同氏の再任が承認された場合、当社は同氏との
間で本契約を継続する予定であります。

５．阪口 誠氏の社外取締役としての在任期間は、2014年6月26日開催の第73回定時株主総会で選任
され就任してから5年であります。
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第３号議案　監査役１名選任の件
監査役 五島吉朗氏は本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役１名の選
任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

　

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

※
は や み こ う す け

速 水 宏 祐
（1957年９月３日生）

1980年４月 当社入社
2006年４月 当社企画推進部長
2013年４月 当社製造本部三重大山田工場長兼鈑金製造部長
2013年６月 当社取締役製造本部三重大山田工場長兼鈑金製造部

長
2015年６月 当社上席執行役員製造本部三重大山田工場長兼鈑金

製造部長
2015年11月 当社上席執行役員ジュタワン・モリテック（タイラ

ンド）株式会社取締役社長兼技術部長
2018年１月 当社上席執行役員ジュタワン・モリテック（タイラ

ンド）株式会社取締役社長
現在に至る

19,318株

（監査役候補者とした理由）
速水宏祐氏は、入社以来、主に製造部門に従事し、海外子会社経営での経験・実績を通じ、当
社の業務執行に対する適法性等について、適切な監査を遂行できるものと判断し、監査役候補
者といたしました。
（注）１．※は新任の監査役候補者であります。
　 ２．上記監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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第４号議案　補欠監査役１名選任の件
法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項の規定に
基づき、予め補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

　

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

む ね よ し か つ ま さ

宗 吉 勝 正
（1949年10月13日生）

2008年７月 高松国税局長
2009年９月 宗吉勝正税理士事務所設立

現在に至る ０株
（補欠社外監査役候補者とした理由）
宗吉勝正氏は、税理士としての専門的な知識及び豊富な経験等を有し、企業会計に精通してお
り、当社の監査体制の強化に適切な人材と判断し、補欠社外監査役候補者といたしました。
（注）１．上記補欠監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．宗吉勝正氏は、補欠社外監査役候補者であります。
３．宗吉勝正氏が監査役に就任した場合、当社は同氏との間で、会社法第427条第1項の規定及び当社定
款第36条に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結する予定で
あります。ただし、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額といたします。

第５号議案　退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
本総会終結の時をもって任期満了により取締役を退任される清水正廣氏及び監査役を退任
される五島吉朗氏に対し、その在任中の労に報いるため退職慰労金を当社の内規に従い一定
の基準による範囲内で贈呈いたしたいと存じます。
なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、退任取締役については取締役会に、退任
監査役については監査役の協議に、ご一任願いたいと存じます。
退任取締役及び退任監査役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

し み ず ま さ ひ ろ

清 水 正 廣

2001年６月 当社取締役
2004年６月 当社常務取締役
2005年６月 当社代表取締役社長
2013年６月 当社代表取締役会長

現在に至る
ご と う よ し ろ う

五 島 吉 朗
2013年６月 当社監査役

現在に至る
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第６号議案　役員賞与支給の件
当事業年度末時点における社外取締役を除く取締役８名及び社外監査役を除く監査役２名
に対し、当期の業績等を勘案して、役員賞与総額46,800千円（取締役分40,500千円、監査
役分6,300千円）を支給することといたしたいと存じます。
なお、各取締役及び監査役に対する金額は、取締役については取締役会に、監査役につい
ては監査役の協議にご一任願いたいと存じます。

以 上
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本報告書は、環境保全のため、
植物油インクで印刷しています。

見やすく読みまちがえにくい 
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

東急ハンズ

三井住友銀行
ATMコーナー

南船場郵便局
〒　　　　

ドトールコーヒー

大阪観光局

３番出口

１番出口

Cassina IXC

Cartier

LOUIS VUITTON

関西みらい銀行

四ツ橋駅

ホテル日航大阪

至なんば 至なんば

至西梅田

地
下
鉄
御
堂
筋
線

地
下
鉄
四
つ
橋
線

阪
神
高
速
１
号
環
状
線

市立南幼稚園

至梅田

心斎橋駅 地下鉄長堀鶴見緑地線

TKPガーデンシティ
PREMIUM心斎橋
(ヒューリック心斎橋ビル３階)
※会場入口は交差点から20ｍ西

N

ロレックス

至
京
橋

至
大
正

〔株主総会会場ご案内略図〕
　

　
■地下鉄 御堂筋線・長堀鶴見緑地線 心斎橋駅下車 ③番出口 徒歩約２分
■会 場 ＴＫＰガーデンシティＰＲＥＭＩＵＭ心斎橋 「バンケット３Ａ」

　大阪市中央区南船場四丁目３番２号 ヒューリック心斎橋ビル３階
　電 話 (06）4400―5262（代表)

<お願い> 会場には駐車場がございませんので、公共交通機関でご来場下さい。
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